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四捨五入関係上合計に不一致有り 
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１．外務省予算の推移 
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２．平成29年度予算と平成28年度当初予算の比較 

6,996億円 
(サミット開催経費等特殊要因144億円を除く) 

 

※レート １ドル１２０円 

 ６,９２６億円  
(▲７０億円,▲１.0％） 

（うちＯＤＡ ４，３４３億円）（＋１億円，＋０．０３％） 

※レート １ドル１１０円 

３，１３５億円 
（＋１４億円） 

一般的な政策経費 
２,３９７億円 
（＋１９億円） 

分担金・義務的拠出金 
１,０６７億円 
（▲１４６億円） 

任意拠出金 ３２７億円 
（＋４３億円） 

平成29年度予算 

１，３９４億円 
（▲１０３億円） 

無償資金協力 
１，６３１億円 
（＋２億円） 

ＪＩＣＡ運営費交付金等 
１，５０５億円 
（＋１３億円） 

3,121億円 

平成28年度当初予算 

1,497億円 

一般的な政策経費 
2,378億円 

分担金・義務的拠出金 

1,212億円 

任意拠出金 284億円 

無償資金協力 
1,629億円 

ＪＩＣＡ運営費交付金等 
1,492億円 

四捨五入の関係上, 
合計に不一致あり。 
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伊勢志摩サミット等のコミットメントの着実な実施 
 －２０１６年５月：G7伊勢志摩サミット  
   ・世界経済の持続的かつ力強い成長に向けた取組(含：質の高いインフラ) 

   ・グローバルな課題への対応のための社会安定化支援 

   ・核なき世界への取組（広島宣言）                                              等 

 －２０１６年８月：TICAD VI 

  －～２０１７年末：国連安保理非常任理事国  
 
2020年 東京オリンピック・パラリンピック 
 －訪日外国人４０００万人     －ｲﾝﾌﾗｼｽﾃﾑ受注３０兆円 
 －農林水産物・食品輸出額１兆円(2019年まで) 
 －対内直接投資残高倍増 
  －中堅・中小企業等の輸出額２０１０年比倍増 

       「名目GDP600兆円」の実現 

上記諸課題に適切に対応するため 

不透明性を増す 
国際情勢への対応 

 
－安全保障環境への対応と日米同盟の強化 
－法の支配の強化 
－社会安定化支援 
－軍縮・不拡散 

経済外交 

対テロ等安全対策 

主要国並みを目指した外交実施体制の強化 
／国益に資するＯＤＡの更なる拡充 

厳しさを増す我が国周辺の安全保障環境 
  －２０１６年１月～： 北朝鮮の核実験・ミサイル発射 

  －東シナ海，南シナ海等における一方的な現状変更の試み  

在外邦人や国内へのテロその他の脅威 
  －２０１６年７月：ダッカ襲撃テロ事件，南スーダン情勢の悪化 

  －２０１５～２０１６年：パリ同時多発テロ事件，ブリュッセル・テロ事件 

戦略的対外発信 

主要国における政権交代等 
  －２０１６年７月：英国新政権発足（EU離脱国民投票） 
 －２０１７年１月：米国新政権発足   
                春：仏大統領選挙 
               秋：独連邦議会選挙，中国共産党大会（幹部人事）    等   

３．平成29年度予算における重点項目 
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（２）途上国に対するテロ対策・治安能力構築支援 

 ＯＤＡを活用して，テロ対策を含む保安能力強化・治安状況
改善に資する機材供与等を行う。 

 また，治安当局，法執行機関等の能力強化や法整備のため
に研修・訓練を行う。 

（４）サイバーセキュリティ・情報防護 

 巧妙化・多様化するネットワークに対するサイバー攻撃対策

を強化すると共に，更なる監視体制の強化を図る。 

 ダッカ襲撃テロ事件を受けて設置した「国際協力事業安全対策会議」と「在外邦人の安全対策強化に係る提
言点検チーム」による報告書等に基づき， 
 －情報収集・分析機能の強化，安全対策の取組の強化，危機管理体制の整備，途上国のテロ対策・治安能 
   力構築支援等を含む国際テロ対策の強化等を通じて，テロその他の脅威から在外邦人の安全を確保する。 
 －サイバーセキュリティ及び情報防護を強化するとともに，水際対策を強化し，国内の安全対策に貢献する。 

（５）情報収集・分析機能強化 

 国際テロ情報収集ユニットの強化，公開情報の収集・分析の
強化，インテリジェンス人材の育成強化を通じて，在外公館及
び本省における機動的な情報収集・分析の強化を図る。  

（１） テロその他の脅威から在外邦人や国内を守る安全対策 

（３）査証・旅券のセキュリティ強化を含む水際対策 

 査証に関し，在外公館の査証審査にかかる必要な物的・人

的体制を整備すると共に，次世代査証システムの開発を推進。 

 また，高度な偽変造対策を施した次期旅券冊子を開発する。                          

主な事業内容 

（１）安全対策・危機管理強化（日本人学校，日本企業等） 

◆日本人学校・補習校に対する安全対策支援の拡充 
   
 
 
 
 

◆在留邦人及び短期渡航者に対する安全対策支援の拡充  
  邦人に対する国内及び海外での安全対策セミナーを開催する。また， 

海外安全ホームページの改修や「たびレジ」の推進を含む海外安全対策

啓発活動を通じて，広報と適時適切な情報提供を行う。  
 
 

◆国際協力事業関係者の安全対策 
  国際協力事業関係者用に安全対策機材の増強，警備の強化，安全対

策・危機管理研修の強化。 

 
 

◆在外公館警備体制の構築，本省危機管理対応の強化 
  警備要員の増強，出入管理の強化，専門家との連携を通じて在外公

館警備の強靱化を図る。 また，海外緊急展開チーム（ＥＲＴ）の能力向上

を図り，危機管理対応を強化。    

２３６億円（＋７９億円） 

 日本人学校及び補習授業校の安全対策に対
して国庫支援を行う。 
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（２） 不透明性を増す国際情勢への対応① 
 日米同盟の強化，日米同盟を基軸とした平和と繁栄のためのネットワーク構築，法の支配の推進，グローバ
ルな課題の解決に向けてＧ７伊勢志摩サミット等で表明したコミットメントを着実に実施することで，我が国を取
り巻く厳しい安全保障環境に対処する。 

（１）途上国の海上保安能力構築支援等 

 ＯＤＡを活用した，途上国の海上法執行機関等に対する保安能力強化に資する機材供与や能力構築支援を強化。 

また，途上国の法執行能力や公務員の能力強化に協力。 

（２）グローバルな課題への対応のための社会安定化支援 

◆平和構築・平和維持，難民等支援，中庸・穏健主義への支援

等国際テロ対策 

 紛争国・紛争影響国の社会安定化支援，中庸・穏健主義への支援

等国際テロ対策，国連PKO，地雷対策等を通じ国際の平和と安定に

貢献。 

◆２０３０アジェンダの実施を通じた人間の安全保障の推進 

    途上国におけるSDGｓの達成のための取組を推進するため，国

家目標策定支援や各目標の達成に向けた支援を実施。  

◆留学制度を活用した途上国の開発政策を立案・実施できる

人材の育成 

◆保健，女性分野での国際社会との協力の強化 ◆防災・津波対策，気候変動・地球環境問題への対応 

 途上国における防災・津波対策や「世界津波の日」の推進を含

む啓発の強化を通じた災害に強い都市づくり・より良い復興を支援。 

 パリ協定の発効を受けた温室効果ガスの排出削減や気候変動の

悪影響への対処（適応）に関連する支援を推進。 

（３）軍縮・不拡散，原子力の平和利用 

主な事業内容 ２，１９８億円（＋０．１億円） 

 岸田大臣が２０１６年３月に表明した1,000人以上の広島・長崎への招致計画やユース非核
特使の国際ネットワーク化構想を推進。 
 日本の地方での国連軍縮会議の実施。 
 ＩＡＥＡを通じた，核不拡散体制の維持・強化及び原子力の平和的利用を促進。  

 感染症対策，ユニバーサル・ヘルス・カバレッジを拡充。   

 国際女性会議「WAW！」の開催，UN Women等との協

力を通じた女性参画を更に推進。 
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（４）科学技術顧問の活用等を通じた科学技術外交
の推進 

（５）新たな外交課題に対するルールメイキングの推進 
     （海洋（北極海含む），サイバー，宇宙） 

  

  

（６）国際法の発展・国際裁判対策 （７）安保理における活動，安保理改革 

 「法の支配」・海洋法に関するシンポジウム等の開催，関連

国際機関への拠出及び途上国の法制度整備支援等を通じ

て，国際社会における「法の支配」を推進するとともに，国際

裁判対策に取り組む。 

                             

（８）国際機関邦人職員の増強 

  

（２） 不透明性を増す国際情勢への対応② 

 科学技術外交アドバイザ

リーネットワークの活動を

強化するなど科学技術顧

問の活動に必要な体制を

整備。 

 非常任理事国として，安保理

における活動を推進すると共

に，我が国の早期常任理事国

入りに向けた改革推進派への

働きかけを拡充するなど安保

理改革に向け一層取り組む。 

 海洋，北極，サイバー，宇宙安全

保障に関する国際会議に参加し，

国際的なルール形成への参画。ま

た，交渉を主導するために体制を

強化。 

 アジア，アフリカにおける海賊対

策等に積極的に取り組み，海上安

全を確保。 

 ２０２５年までに国連関係機関の日本人職員数１，０００人の達成を目指し 

（現在約８００人，うち半数近くがＪＰＯ出身者），若手日本人を送り込むＪＰＯ派

遣制度を強化するとともに，幹部職員増強に向けた中堅以上の日本人の送り

込みを拡充。 

 この他，国際機関勤務経験者を一時的に雇用するためのポストを創設。 

北西航路 北方航路 

8 



 ＯＤＡも活用しつつ，日本企業の海外展開支援や地方を含む日本の魅力・強みの売り込みを強化し，併
せて日本に有利な国際経済環境作りを進めることにより，回り始めた日本経済の好循環と持続的な成長
路線を結びつけ，「名目GDP600兆円」の達成に寄与する。 

（３） 地方を含む日本経済を後押しするための外交努力 

「名目GDP600兆円」へ寄与 日本の魅力・強みの売り込み 日本経済に必要なものの取り込み 

日本に有利な国際経済環境の創出 

国際経済紛争処理に対する体制強化 

主な事業内容 
１，１７６億円（＋１．５億円） 

（１）日本企業の海外展開推進支援 （２）観光立国の推進 

 在外公館及びＯＤＡを活用し，法律アドバイザーの活用，地方自治
体・中小企業等の海外展開支援，質の高いインフラの推進，産業人材
育成，ビジネス環境整備を推し進め，官民連携を強化。 

 文化事業等の実施，海外メディアの日本特集番組制作支援，
飯倉公館の活用等を通じた在京外交団等に対する発信等を通
じて観光立国を推進。    

（３）メガＦＴＡ等の国際ルール形成  （４）英国のＥＵ離脱に伴う影響への対応 

 日ＥＵ・ＥＰＡ，ＲＣＥＰ，日中韓ＦＴＡ等の経済連携交渉を推進すると共
に，「２０２０年までに１００の国・地域を対象に投資関連協定に署名・発
効」の実現に向け交渉を加速化。 

 日本企業への支援を強化するため，在外公館情報収集・分
析を強化すると共に， 在外公館を活用したセミナーを開催。 

（５）国際経済紛争処理に対する体制強化 （６）日露経済関係の強化 

 ＩＳＤＳ・ＷＴＯ紛争処理等への対策のため，研修・先例研究等を通じ
体制強化を図る。 

 ２０１６年５月に安倍総理がプーチン大統領に示した「協力プ
ラン」の実現のため，日本センターによるロシアでの経営講座
の開催やビジネスマッチング，ロシア人ビジネスマンの招へい
等を実施。 9 



 我が国の政策や取組を国際社会に理解してもらうための「正しい姿」の発信，幅広く我が国の文化や魅
力を売り込むための「多様な魅力」の発信，長期的な観点から我が国の応援団を増やしていくための「親
日派・知日派の育成」に関する事業を実施し，国際社会における我が国のプレゼンスの向上に寄与する。 
 
 

        －領土保全，歴史認識，安全保障等の重要課題への取組 
        －国連安保理の非常任理事国としても，積極的に発信 
        －２０２０年東京オリンピック・パラリンピックを見据えた発信 

（４） 戦略的対外発信 

（１）日本の「正しい姿」の発信 （２）日本の多様な魅力の更なる発信 （３）親日派・知日派の育成 

◆日本関連の国際世論分析 
  と対外発信力の強化 
 海外のシンクタンクや調査機関等を通じ，
日本や他の国々の動向を調査・分析し，
その結果に基づき各国毎に適切な形で日

本の「正しい姿」を発信する。  
 
 
 
 

◆ 外国メディアへの発信 
 直接発信に加え，海外報道関係者の招
へいや地方へのプレスツアーを活用。 

 
◆ 国内シンクタンクの強化 
 国内の外交シンクタンクに対し，調査研
究活動費等を補助し，その強化を図り，
もって我が国全体としての外交力を向上
させる。さらに，領土・歴史に関する学術
的研究を行い，対外発信を行う事業を支

援する。      

◆ 「ジャパン・ハウス」の効果的活用 
 ２０１７年に開館予定の「ジャパン・ハウス」を，
日本の魅力をオールジャパン体制で発信する
拠点として適切に運営し，効果的な発信を行う。 

 

◆ 日本祭り支援等の日本の魅力発信 
  海外における日本祭りの開催の支援や，在
外公館における日本文化紹介事業を実施する。 
 

 
 
 
 
◆ 日本の多様な魅力の売り込み 
  （ＯＤＡ）も有効に活用） 
 和食を含む日本ブランドの発信 ，被災地を
含む地方との連携による自治体の発信支援，
日本製品・技術等の海外展開等ODAの活用を
通じ多様な魅力を発信する。  

◆ 日本語教育事業の実施 
 さくらネットワークの対象機関を拡充すると
ともに，海外における日本語教育事業を実
施する。 
  

◆ 親日派・知日派発掘・育成のため 
  の交流事業 
 外国との青少年・留学生を含む人的交流を
推進する。また，東京オリ・パラ開催に向け
てスポーツ外交推進事業を実施する。 

 
◆ 日本研究支援 
 海外大学における日本関連講座への支援
を通じて日本研究を支援する。 

 
◆日系人との連携 
 次世代日系人指導者会議の開催及び日系
人（次世代を含む）の招へい事業を実施する。 

主な事業内容 ５５９億円（＋１３億円） 
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主要国並みを目指した外交実施体制の強化 

１．人的体制の強化 

       － 外交実施体制の拡充において研修をはじめとする人的体制の強化は死活的に重要 

（１）より効果的な外交の実現に向けた研修の強化（外交力，実践的知識・能力，語学力の向上 等） 

（２）外務省定員の大幅な増員  －  ８３名の純増（２８年度緊急増員１６名と併せて純増９９名） 

（３）外交活動を支援・強化する人的体制（専門調査員，派遣員等）の充実・活用促進 

 

２．在外公館の強化 

        －外交活動の基盤であり，在外邦人の安全確保の拠点・最後の「砦」 

                                「日本の顔」に相応しい在外公館の実現 

（１）在外公館の新設－３公館 

    ・大使館 ： １公館（ｷﾌﾟﾛｽ大） 

    ・総領事館 ： １公館（ﾚｼﾌｪ総） 

    ・政府代表部：１公館（AU代） 

（２）強靱な在外公館警備体制の構築 

（３）既存の在外公館施設の整備 

    ・施設の国有化・建替等：４件，特別修繕：５９件 

    

３．外交活動経費の充実  

   －人的体制・在外公館の強化と併せて「三位一体」 

（１）首脳等外交関連経費・出張旅費の充実  

（２）在外職員の待遇改善（民間企業の介護支援制度への取組状況調査等） 

主な事業内容 

大使館 

総領事館 

代表部 
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（参考１）より効果的な外交の実現に向けた外交官の研修強化 

語学力 

外交力 

実践的
知識・能
力 

効果的な 
交渉力 
発信力 

◎ 外交業務遂行のための語学力の向上 
 - アジア言語を含む通訳研修をより効果的に実施 
 

◎ 効果的な交渉・発信ができる外交力の向上 
 - 外部専門機関の活用を通じた交渉力や発信力の強化 
 - メディアトレーニング等を通じた対外発信力の強化 

◎ 外交官としての実践的知識・能力の強化 
 - 実践で活用できる国際法，外交史を英語で学び，対外交渉能力や対話力を強化 
 - 日本の立場を多言語で効果的に発信するための研修強化 等 

◆ 新入省員 
 －外務省を持続可能かつ強い組織とするための基礎的能力の強化 
◆ 若手・中堅職員等 
 －基礎的能力及び語学力の更なる強化及び新たな外交課題に対応するための専
門性の強化 

重点ターゲット 

研修強化の方向性 

基本的考え方 

◎国際ルール等を決めるマルチ交渉での国益確保（国連，気候変動，経済連携交渉等）  

 →国際交渉力，実践的知識・能力及び語学力の強化が不可欠 
◎我が国の立場・意見を正確・明確に伝える必要の高まり（歴史，領土を巡る発信等）    
 →対外発信力の強化が重要 
◎テロ脅威の拡散等→危機管理，緊急対応が重要 

◎ 危機管理・対応のための知識・能力強化 
 - 若手省員，領事，警備対策官含め，緊急事態への対応力を強化 
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（参考２）人事体制の強化・在外公館の強化  

我が国の人員体制及び在外公館数は主要国に比べ未だ低い水準。 
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◎国際協力事業関係者等が安心して活動できる環境を構築するため，安全対策と途上国のテロ対策を強化。 
 

◎G7伊勢志摩サミット等の支援表明の着実な実施等を通じ，開発協力大綱の下，持続可能な開発目標（SDGs）
の達成に向けた取組の積極的な推進を含め，国際社会の平和と安定及び繁栄の確保により積極的に貢献。 

 

◎ODAによるインフラ輸出，中小企業等の海外展開支援，途上国の人材育成等を通じ，アベノミクスを一層加速
化し，途上国と共に成長。 

国益に資するＯＤＡの更なる拡充 

テロその他の脅威から在外邦人や国内を守る安全対策 ／ 開発協力を活用した不透明性を増す国際情勢への対応 

 国際協力事業関係者の安全対策 
 －国際協力事業関係者用に安全対策機材の増強，警備の強化，安全対
策・危機管理研修の強化等を行う。 
 

 途上国に対するテロ対策・治安能力構築支援 
 －途上国への機材供与，治安当局・法執行機関等の人材育成 
 

◆ 平和構築，難民等支援，中庸・穏健主義への支援 
 －紛争国・紛争影響国の社会安定化支援 
 －地雷対策  

◆ 法の支配の強化 
 －海上保安能力構築支援・シーレーン確保  
 －法制度整備支援，法執行能力強化，公務員の能力強化  

 人間の安全保障の実現に向けたSDGsの達成に関す
る取組の積極的推進 

 －国家目標策定支援，各目標の達成に向けた支援  

 －保健，女性，教育分野での国際社会との協力 

●感染症対策，ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの推進 
●母子保健，女子教育，防災における女性のリーダーシップ推進  

 －防災・津波対策，気候変動・地球環境問題への対応 

   ●津波対策や啓発の強化（災害に強い都市づくり，より良い復興） 
   ●温室効果ガスの排出削減   
 

◆ 留学制度を活用した途上国の開発政策を立案・実施 

  できる人材の育成 

地方を含む日本経済を後押しするための開発協力 ／ 開発協力を活用した戦略的対外発信 

 地方自治体・中小企業等の海外展開支援 
 －地方自治体・民間企業の技術・知見，製品等の途上国への展開 

 －途上国における我が国企業等に有利なビジネス環境の整備  

 「質の高いインフラ」の展開（制度改善した無償等の活用を含む） 
 －日本発のイノベーション技術の普及（日本方式の輸出）等 
   日本の技術やノウハウ（日本方式）等の活用を目指したマスタープラン

作成支援  

 産業人材育成（高等専門学校を含む日本型工学教育も活用） 

 －高度人材育成「イノベーティブ・アジア」事業 
 －途上国の人材育成事業・拠点の拡充   
 

◆ 日本の多様な魅力の更なる発信と親日派・知日派の育成 
 －戦略的な人材育成・研修事業の実施 
 －東京オリンピック・パラリンピックに向けた途上国でのスポーツ協力 
 －ODA広報の強化   

主な事業内容 ４，３４３億円（＋１億円） 
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2000年 
（億ドル） 

 

2015年 
（億ドル） 

増減 
（２０００年比） 

GNI比 
（%） 

日本 1位135 4位 92  約3割減 19位 0.21 

米国 2位100  1位 310  約3倍 20位 0.17 

ドイツ 3位  50 3位 179  約3.5倍 8位 0.52 

英国 4位 45 2位 185  約4倍 6位 0.70 

フランス 5位 41   5位 90  約2倍 11位 0.37 

DAC加盟国合計 540 1314  約2.5倍 0.30 

（参考）国益に資するＯＤＡの更なる拡充  

◎国際目標：開発途上国に対するODAを国民総
所得（GNI）比0.7%にする。 

◎2000年  日本がトップドナーであった最後の年。 
◎2001年   ミレニアム開発目標（MDGs）策定。 
◎2001年～ 主要国はODAを増加。 
◎2015年  2030年までの国際開発目標「持続可

能な開発目標（SDGs）」策定，GNI比
0.7％目標再確認。 

（注）DAC：OECD開発援助委員会                                                    
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◎平成29年度（2017年度）の政府全体
のODAは，平成28年度に引き続き増
額。ただし，ピークの平成9年度（1997
年度）と比べると約半減（▲53％）。     

◎外務省ODA予算は７年連続増加。 

我が国のＯＤＡ予算（一般会計当初予算）の推移（単位：億円） 

主要援助国ＯＤＡ実績の比較（支出純額ベース） 

外務省ODA予算 

政府全体のODA予算 
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